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予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

諸謝金

職員旅費

委員等旅費

情報通信国際戦略推進業
務庁費

情報通信技術研究開発調
査費

計

平成29・30年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

事業内容の拡充による増額となった。

「新しい日本のための優先課題推進枠」1,600百万円

30年度要求

0.6

45.7

0.3

184.9

1,368.6

事業番号 　 0131

ＩＴ戦略

29年度当初予算

-

2

-

56

548

606 1,600

年度35

「未来投資戦略2017-Society 5.0 の実現に向けた改革-」（平
成29年6月閣議決定）
「インフラシステム輸出戦略」（平成29年5月改訂）

26年度 27年度 28年度
目標最終年度

- 100

5

5 3

5

60 -

-

-

- -

606 1,600

関係する計画、
通知等

達成度

-

-

-

年度

-

5

-

件

平成２９年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

0 1,145 1,771 606 1,600

1,111 1,665

執行率（％） - 97% 94%

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
平成３３年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

対象国の総合的な課題解決に貢献し、我が国が強みを有する質の高いICTインフラの輸出を加速させ、ひいては我が国ICTインフラの国際競争力強化を推
進する。また、インフラシステム輸出戦略における2020年を目標とした約30兆円のインフラシステム受注に貢献する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

500

-

-

補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

772

-

27年度

ICTインフラプロジェクトを相手国のニーズに応じて「パッケージ」で提案し、成功事例の他国への横展開や新規分野の開拓、重点国への戦略的支援を推進
しつつ、案件受注に向けて展開ステージ（案件発掘、案件提案、案件形成＋戦略的対外広報）の移行を促進する。

499 -

-

- -

- -

規制・展開可能性調査、実
証事業、官民ミッション派
遣、セミナー実施年度から3
年以内における事業化や
日本企業の受注等件数

※事業実施年度からの経
過年数が3年未満のため、
27年度及び28年度成果実
績は暫定値

-

ＩＣＴ国際競争力強化パッケージ支援事業 担当部局庁 国際戦略局 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 国際政策課 課長　山碕　良志

事業名

会計区分

29年度

500

翌年度へ繰越し -

計

28年度

その他の事項経費

▲ 500

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

30年度要求

予算
の状
況

1,145

規制・展開可能性調査、実
証実験や官民ミッション派
遣年度から3年以内に事業
化等件数5件を達成する。

実施方法

26年度

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
総務省設置法第４条第１項第５７、５８、５９号

主要政策・施策

一般会計

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
目標値の設定根拠：平成25年度から平成27年度までにおける総務省が関与したICT分野の受注実績の単年度当たりの平均値

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

#DIV/0! 68% 131%

チェック



経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

- - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

28年度 29年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

－

成果実績 - - - - -

目標値 - - - - -

達成度 ％

-

達成度 ％ -

施策 ６：ICT分野における国際戦略の推進

政策 Ⅴ. 情報通信（ICT政策）

定量的指標 単位 26年度 27年度 28年度

測
定
指
標

目標年度

- 年度 - 年度

中間目標

実績値 件 24

単位

国内外におけるセミナー・シンポジウム等の開催、官民
ミッション団派遣等の実施回数

ICT海外展開の推進の実施回数
（モデルシステム（地デジ、ICT防災システム等）の構築・
運営等の実施件数）

実績値 件

26年度

26年度

- 13 35

- 29 32

27年度 28年度

- 36 36

年度

26年度

984/36 1249/36

29年度活動見込

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

官民ミッション、セミナー・シンポジウム、モデルシステムの構築・運営（実証事業）等を実施することにより、我が国ICT企業が海外展開する際に、より
一層の事業化・受注等が促進されることとなるため、諸外国への我が国ICT企業の海外展開を支援し、各国の課題解決に貢献することに寄与する。

-

- -
定量的指標

21

ＫＰＩ
（第一階層）

－

8 -

改革
項目

分野： -

-

27年度

375/35

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

- 8 10

9 15 6 - -

目標値 件 8 8 -

-

年度 年度

-

-

27年度 28年度

単位当たり
コスト

単位

執行額／官民ミッション団派遣・セミナー等実施件数

単位当たり
コスト

27年度 28年度

K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績 - -

年度

43 -

目標値 件

-

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

-

- - -

単位

26年度

件

127/13

- 27.3 34.7 -

計算式 百万円/件 -

計画開始時

官民ミッション派遣・セミナー等実施件数

28年度 29年度

実証実験、規制・展開可能性調査実施件数

-

算出根拠

29年度活動見込

- 9.8 10.7

活動実績

28年度

百万円

活動実績 件

当初見込み 件

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

年度

件

百万円

活動指標

計算式 百万円/件

-

26年度 27年度 28年度

単位当たり
コスト

単位

執行額／実証実験、規制・展開可能性調査実施件数

18 18

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

目標最終年度

18 -

－

29年度
活動見込

30年度
活動見込

-

8

-

-

29年度
活動見込

30年度
活動見込

- -

18 -

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係



繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐

事業所管部局による点検・改善

ICTシステムの海外展開は民間事業者にも裨益することか
ら、実証実験の実施等にあたっては、応分の負担を求めてい
る。

国
費
投
入
の
必
要
性

点検結果

無

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

事
業
内

容
の

一
部
改

善

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

効率的な予算の執行により、各種調査研究や実証事業等に
ついて、当初の見込み以上の活動実績を上げることができて
いる。

備考

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○

○

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努めること。

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

事業の請負にあたっては、事前に複数者から見積を取得し、
コストの削減に努めている。

行政事業レビュー推進チームの所見

事業実施から3年以内に5件の案件受注・事業化の成果目標
を掲げているところ、27年度事業においては５件の案件受注
等を達成しており、着実に成果目標の達成に向けた取組が
進展していることから、成果実績は成果目標に見合ったもの
となっている。

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

ICT産業は、我が国の経済成長を支える重要な産業であり、
また海外需要の取り入れは政府の政策上重要な課題である
ことから、政策体系の中で優先度の高い事業である。

価格と品質等の観点から、競争入札により最も優れた提案
者を選定していることから、単位当たりコストの水準は妥当で
ある。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

有

執
行
等

改
善

‐

本年度は、外部有識者による点検対象外。

更なる経費の効率化を図るため、案件の精査・経費の見直し等を引き続き徹底します。

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

実施・請負先の選定においては、一般競争入札方式により
透明性・競争性を確保している。一者入札となった案件も
あったことから、入札辞退者に対するヒアリングの実施等、競
争参加者の掘り起こし等の改善策を講じている。
少額随意契約の場合は複数業者から見積りを取得し、最も
経済性に優れた事業者を選定している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

‐

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

実施案件については項目毎の単価や必要性について精査を
行い、優先度の高いものに限定している。

○

外部有識者の所見

改善の
方向性

案件毎の必要性について精査し、調査内容や実証事業の実施対象国等について、本邦企業の案件獲得に向けて優先度の高いものに限定す
るなど、引き続き効率的な予算の執行に努める。
また、過年度に実施した案件の実施内容、執行額、成果等をとりまとめ、各案件の進捗管理を行う。
加えて、本事業で実施する案件について、外部有識者による中立・公正な評価・助言等を得ることにより、効果的・効率的な事業実施を図る。

我が国が国際的に強みを有する質の高いICTインフラシステムについて、本邦企業の国際展開を円滑に進めるために必要な調査・実証等を実
施した。成果実績としては、事業実施から3年以内に5件の案件受注・事業化の成果目標を掲げているところ、27年度事業においては、５件の案
件受注等を達成しており、着実に成果目標の達成に向けた取組が進展していることから、相手国政府に対して我が国ICTインフラシステムの優
位性を効果的に示すことができた。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

評　価項　　目

ICT産業は、我が国の経済成長を支える重要な産業であり、
少子高齢化の進展に伴い国内市場の縮小が見込まれる中、
経済成長の持続のためには海外需要の取り入れが重要で
あることから、ICT産業の国際競争力の強化を図ることは社
会ニーズに合致している。

我が国のICT産業の海外展開を推進することは国が実施す
べき事業である。

○

○

事業番号 事業名所管府省名

　



※平成28年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

15

職員旅費
アジア・アフリカ諸国における日本の質の高
いICTインフラ・サービスの海外展開促進に
向けたジャパン・ブースの出展業務

費　目

計 341 計 33

費　目 使　途

35

フィリピン共和国及びスリランカ民主社会主
義共和国における日本方式による緊急警
報放送システム（EWBS）の展開促進に関す
る調査等

68

5

庁費
質の高いICTインフラ普及促進事業（質の高
いインフラに係わるPR映像制作事業）

B.事務費
金　額

(百万円）

99

国際会議庁費

平成22年度

平成28年度

調査費
アジア諸国における地デジ日本方式導入に
向けたビジネス展開可能性調査

外国出張旅費

89 庁費

使　途

調査費

バーレーン王国における情報通信技術を活
用したITSの国際展開に関する調査

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

調査費
MIPCOM2016における日本の次世代放送
技術等の広報に係る業務

6

調査費

調査費
超高精細度放送技術の海外展開の推進に
関する調査研究

29

関連する過去のレビューシートの事業番号

金　額
(百万円）

A．(株)電通

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

平成24年度

調査費

28

平成23年度

平成25年度 平成26年度 平成27年度

チェック

－

－

129

－

新27-0030

－

新27-0018

総務省

１，６６１百万円

・実施テーマ、対象国の選定

・プロジェクトの進捗管理

Ａ 民間企業等

１，６２８百万円

・実施可能性調査

・各種現地調査、実証実験

・ワークショップの実施 等

Ｂ 事務費

３３百万円

・職員旅費、諸謝金 等

【一般競争契約（総合評価）】等



支出先上位１０者リスト

A.

バーレーン王国における情
報通信技術を活用したITS
の国際展開に関する調査

1 97.6％

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

MIPCOM2016における日本
の次世代放送技術等の広
報に係る業務

地上デジタル放送日本方
式（ISDB-T方式）採用国に
おける地上デジタル放送
サービスの高度化実現可
能性に関する調査

地上デジタル放送日本方
式（ＩＳＤＢ-Ｔ方式）採用国
におけるモバイル端末対応
受信機及び高度化対応受
信機の普及に関する調査

チリ共和国、エクアドル共
和国におけるISDB-T地上
波デジタルテレビ放送シス
テムを活用した緊急警報シ
ステム普及のための調査
研究

ペルー、チリにおけるICTを
活用した防災、防犯に係る
調査研究

タイにおける土砂崩れシ
ミュレータの展開に向けた
調査研究
ASEAN諸国におけるサイ
バー防御能力の向上に向
けた実践的演習のモデル
事業の実施及びセキュリ
ティビジネスの動向に関す
る調査

アフリカ諸国における映像
解析技術を用いたセキュリ
ティシステムの展開に向け
た調査研究

15

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

89

68

35

147

99

63

39
一般競争契約
（総合評価）

1 93.1％

6

99.6％

1 99％

56

一般競争契約
（総合評価）

29

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

フィリピンにおけるSDNシス
テムの展開に向けた調査
研究

インドネシアにおけるICTを
活用した遠隔医療モデル
の展開に向けた調査研究

18

1 93.3％
一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

2(株)野村総合研究所

日露の郵便局ネットワーク
を活用したＥコマース事業
の展開可能性に関する調
査研究

ロシア連邦の郵便局ネット
ワークを活用した物販事業
の可能性に関する調査研
究

15

16

4010001054032

14

1 96.2％

95.6％

2 95.4％

1 98％

一般競争契約
（総合評価）

12

17

33

31

29

(株)野村総合研究所 28

1 96.3％7010401022916

7010401022916

7010401022916

7010401022916

4010001054032

21

19

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

13

1 97.5％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

7010401022916

7010401022916

7010401022916

アジア・アフリカ諸国におけ
る日本の質の高いICTイン
フラ・サービスの海外展開
促進に向けたジャパン・
ブースの出展業務

アジア諸国における地デジ
日本方式導入に向けたビ
ジネス展開可能性調査

フィリピン共和国及びスリラ
ンカ民主社会主義共和国
における日本方式による緊
急警報放送システム
（EWBS）の展開促進に関す
る調査等

質の高いICTインフラ普及
促進事業（質の高いインフ
ラに係わるPR映像制作事
業）

超高精細度放送技術の海
外展開の推進に関する調
査研究

2 97.5％

2

3

3 100％

法　人　番　号

4010401048922

4010401048922 99

1 98.5％

1

10

97.9％

4010401048922

4010401048922

4010401048922

4010401048922

4010401048922

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

随意契約
（企画競争）

6120001106530

6120001106530

6

1

8

7

1

5 1 96.7％

1 99.1％

4

9

1 98.6％

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

11

(株)電通

(株)電通

(株)電通

(株)電通

(株)電通

(株)電通

(株)電通

(株)ピクセラ

(株)ピクセラ

日本電気(株)

日本電気(株)

日本電気(株)

日本電気(株)

日本電気(株)

日本電気(株)

日本電気(株)



B

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

2 97.8％

一般競争契約
（総合評価）

20

17

7

7

61

29

29

6

7

4

5

職員４ - 外国出張 1.8 その他 - - -

10

8

9

職員８ - 外国出張 1.4 その他 - - -

職員５ - 外国出張 1.7 その他 - - -

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

職員１ - 外国出張 1.9 その他 - -

その他 - - -

職員３ - 外国出張 1.8 その他 - - -

30 99.9％1

1 96.5％

28 1 91.2％

2

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

国内外における動向を踏ま
えた放送・通信連携サービ
スの海外展開の可能性に
関する調査研究

アジア諸国における日本方
式によるデジタル放送を活
用した高度な渋滞情報配
信システムの展開可能性
に関する調査等

地上デジタル放送日本方
式採用国における放送の
高度化に関する調査の請
負

地上デジタルテレビ放送日
本方式採用国における地
上テレビ放送のデジタル化
移行支援にかかる調査の
請負

6010001030403

8013401001509

7010401056311

7010401056311

29 2 97.4％

パシフィックコンサル
タンツ(株)

(株)コーポレイトディ
レクション

(株)コーポレイトディ
レクション

-

職員２ - 外国出張 1.9

27

1

1 97.6％

1

1 81.5％

一般競争契約
（総合評価）

インドネシアにおけるICTリ
ソースユニットの具体的展
開に関する調査研究

ASEAN諸国におけるセキュ
リティ分野のビジネス展開
の可能性に関する調査

国際的なデータ流通促進に
関する現状と課題並びにこ
れを踏まえた企業の国際
的な展開に係る調査研究

7010001008844

7010001008844

6010001030403

6010001030403

6010001030403

6010001030403

(株)三菱総合研究所

(株)三菱総合研究所

(株)三菱総合研究所

45

5

32

ベトナム社会主義共和国の
郵便事業体における窓口
業務の高度化に関する調
査研究

インドネシア共和国の電子
認証基盤の整備に対する
我が国技術を活用した支援
の具体化に向けた調査研
究

マレーシアにおける防災分
野・消防分野のICTシステ
ム導入に向けた調査研究

97％

24

90.9％(株)日立製作所

(株)日立製作所

(株)三菱総合研究所

(株)三菱総合研究所

豪州における準天頂衛星
の高精度測位機能を利用
したセンシングデータの活
用に関する調査

25 1 96.5％

26

4010001054032

7010001008844

21

22

94.9％

23 1

タイ王国における公共サー
ビス提供窓口としての郵便
ネットワークの活用可能性
に関する調査研究

19

20 50

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（最低価格）

1

(株)野村総合研究所

(株)日立製作所

19

100％

- 外国出張 1.4 その他 - - -

職員７

職員６ - 外国出張 1.5 その他 - - -

-

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

外国出張 1.5 その他 - - -

職員１０

職員９ - 外国出張 1.4 その他 - - -

チェック



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - - -


	行政事業レビューシート

